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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等(消費税及び地方消費税)は含まれておりません。 

２ 純資産額の算定にあたり、第70期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基

準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第

８号)を適用しております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の第70期及び第71期中については、希薄化効果を有している潜

在株式が存在しないため、第69期中及び第69期については中間(当期)純損失のため、第70期中については中

間純損失であり、また、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第69期中 第70期中 第71期中 第69期 第70期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 5,139 4,166 3,534 9,812 7,946

経常利益又は 
経常損失(△)

(百万円) △463 △789 114 △988 △716

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△)

(百万円) △330 △806 188 △189 2,553

純資産額 (百万円) 4,399 3,556 7,033 4,392 6,940

総資産額 (百万円) 11,560 8,535 10,966 9,698 13,037

１株当たり純資産額 (円) 212.54 171.86 340.00 212.21 335.42

１株当たり中間 
(当期)純利益金額 
又は中間(当期) 
純損失金額(△)

(円) △15.97 △38.99 9.09 △9.15 123.40

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) ― ― ─ ― ―

自己資本比率 (％) 38.1 41.7 64.1 45.3 53.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 28 △364 △1,437 539 △9

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △37 △55 △3,845 1,219 9,047

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 60 △191 △803 △1,177 △1,627

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(百万円) 650 568 2,504 1,180 8,590

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数)

(名)
232

(69)

225

(67)

215

(54)

218

(66)

218

(65)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等(消費税及び地方消費税)は含まれておりません。 

２ 純資産額の算定にあたり、第70期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基

準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第

８号)を適用しております。 

３ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純

利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

  

回次 第69期中 第70期中 第71期中 第69期 第70期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 4,968 4,028 3,417 9,477 7,669

経常利益又は 
経常損失(△)

(百万円) △488 △809 83 △1,035 △761

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△)

(百万円) △328 △819 170 △199 2,492

資本金 (百万円) 3,537 3,537 3,537 3,537 3,537

発行済株式総数 (千株) 20,750 20,750 20,750 20,750 20,750

純資産額 (百万円) 4,445 3,577 6,988 4,425 6,912

総資産額 (百万円) 11,571 8,522 10,891 9,681 12,977

１株当たり配当額 (円) ― ― ─ ― 2.50

自己資本比率 (％) 38.4 42.0 64.2 45.7 53.3

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数)

(名)
193

(69)

172

(67)

175

(54)

173

(66)

168

(65)



２ 【事業の内容】 

当社の企業集団は、連結財務諸表提出会社(以下、当社という)と、連結子会社２社及び非連結子会社１

社、持分法適用関連会社１社及び持分法非適用関連会社３社によって構成されており、保健関連商品の製

造販売を主な事業内容としております。 

 当社グループの事業における位置付けは次のとおりであります。 

  

当社が中心となり、保健関連商品の開発ならびに製造販売を行っております。 

 (株)仁丹ファインケミカルは、「ビフィーナ」シリーズを始めとする保健食品と、業務用入浴剤販売及

び特需ルート販売事業を行っております。また、当社で販売している「暮らしのデオドライザー(脱臭

剤)」の原料及び製品を同社より購入しております。 

 仁丹ミラセルびわ湖(株)は、仁丹ミラセル工場びわ湖の一部の運営会社であります。 

 ロート製薬(株)との共同販売会社である(株)メディケアシステムズは、胃腸薬を中心とした内服薬と、

仁丹を始めとした保健関連商品の販売を行っております。 

 持分法を適用していない非連結子会社１社及び関連会社としてその他３社がありますが、重要性がない

ので事業の系統図からは除いております。 

 (株)仁丹ファインケミカルは、平成19年10月１日付で業務用入浴剤販売事業を非連結子会社(株)仁丹テ

ックに、特需ルート販売事業を当社に移管しております。 

  

事業の系統図は次のとおりであります。 

  

 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  



４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

事業の種類別セグメント情報を記載していないため、事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであ

ります。 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は( )内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は( )内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

  

(3) 労働組合の状況 

当グループの労働組合は、森下仁丹労働組合と称し、組合員は92名であります。上部団体としては

「日本化学・サービス・一般労働組合連合」に加入しております。 

組合との間に問題はなく、労使関係は安定しております。 

  

事業部門等の名称 従業員数(名)

販売部門 44(33)

製造部門 100(９)

開発部門 35(３)

管理部門 36(９)

合計 215(54)

従業員数(名) 175(54)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、好調な企業業績を背景として景気は緩やかな回復基調に

ありました。但し、米国の景気減退や原油価格の高騰などの懸念材料も多く個人消費は力強さを欠く状

態にありました。 

 このような状況のなかで、当社グループの当中間連結会計期間の状況は、健康食品通販事業の更なる

競合激化及びカプセル受託事業の大口受注の減少等により売上高は3,534百万円(前年同期比631百万円

減少)となりました。 

 一方、取引採算の見直しによる粗利率の改善及び宣伝販促費等の経費の効率化により、経常利益は

114百万円(前年同期比903百万円増加)と前連結会計年度下半期に続き経常黒字を維持することができま

した。 

 また特別損益では、資産ポートフォリオの見直しによる投資有価証券の入れ替えによる売却益があり

税金等調整前中間純利益が205百万円(前年同期比1,001百万円増加)、税金等の調整を踏まえた中間純利

益は188百万円(前年同期比995百万円増加)となりました。 

  

分野別の業績は次のとおりであります。 

分野別では、「緑茶青汁」や「ビフィーナ」等の健康食品の通信販売を中心とするヘルスケア分野に

おいては、シニア層のお客様を中心とした健康づくりをお手伝いする商品及びセミナー・イベントの開

催など新しい販売戦術をも含めた新規ユーザーの獲得を徹底しましたが、健康食品通信販売の競合激化

のため売上高は1,756百万円(前年同期比277百万円減少)に留まりました。 

 当社グループの創業来の「銀粒仁丹」類を主とするオーラルケア分野及び創傷被覆剤「メディケア」

を主とするメディカルケア分野では、オーラルケアの新製品「お口の礼節シリーズ」を９月に発売した

ものの上半期には貢献できず、オーラルケア分野の売上高は331百万円(前年同期比9百万円減少)、メデ

ィカルケア分野の売上高は295百万円(前年同期比38百万円減少)となりました。 

 なお、ロート製薬株式会社との共同販売会社である株式会社メディケアシステムズは順調に稼動して

おります。 

 また、カプセル受託事業分野では菓子を中心とした海外大口案件が一段落し、収益力の高いプロバイ

オティクスおよび機能性カプセルに注力しましたが、一方で大口案件成約がずれ込んだこともあり売上

高は780百万円(前年同期比260百万円減少)となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末の財政状態としましては、前連結会計年度末(平成19年３月末)と比べ、大阪テ

クノセンター建設用地取得等における有形固定資産436百万円増加、有価証券500百万円及び投資その他

の資産1,099百万円増加、長短期の借入金751百万円減少及び未払法人税等1,184百万円減少等により、

総資産は10,966百万円(前年同期比2,070百万円減少)となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果使用した資金は1,437百万円となりました。この内訳の主なものは税金等調整前中間

純利益205百万円、売上債権増加304百万円、法人税等の支払1,168百万円等によるものです。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果使用した資金は3,845百万円になりました。この内訳の主なものは、有価証券及び投

資有価証券購入1,629百万円、定期預金預入1,600百万円、有形固定資産購入576百万円等によるもので

す。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果使用した資金は803百万円になりました。これは借入金返済751百万円、配当金支払51

百万円などによるものです。 

 以上の結果、当中間連結会計期間における資金の残高は、2,504百万円(前年同期比6,086百万円減少)



となりました。なお、資金残高2,504百万円と貸借対照表の現金及び預金の金額4,104百万円との金額

が相違するのは満期まで３ケ月超の期間の定期預金1,600百万円が要因です。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当社グループは、事業の種類別セグメント情報を記載していないため、品目別の生産・受注及び販売の

状況を記載しております。 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １ 金額は販売価格で記載しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当社はカプセル(受託)についてのみ受注生産を行っており、受注高については、販売実績に記載して

おります。なお、前連結会計年度末の受注残高は145百万円であり、当中間連結会計期間末の受注残高

は317百万円であります。それ以外の保健関連商品については受注生産を行っておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

 
  

区分 生産高(百万円) 前年同期比増減(％)

オーラルケア 380 14.3

ヘルスケア 1,265 △25.0

メディカルケア 302 20.9

カプセル(受託) 799 △32.3

その他 77 8.3

合計 2,825 △19.8

区分 販売金額(百万円) 前年同期比増減(％)

オーラルケア 331 △2.9

ヘルスケア 1,756 △13.7

メディカルケア 295 △11.5

カプセル(受託) 780 △25.0

その他 370 △11.0

合計 3,534 △15.2

相手先
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

販売金額(百万円) 割合(％) 販売金額(百万円) 割合(％)

㈱メディケアシステムズ 705 16.9 618 17.5



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

企業集団においては、当社のみが「保健関連商品の製造」事業に関する研究開発活動を行っており、内

容は以下に記載のとおりであります。 

当社は従来より、医薬部外品を中心とした清涼品、医療用具、さらに近年は当社独自の基盤技術である

「ソフトカプセル製剤技術」を応用した商品の開発を進めております。 

なお、当中間連結会計期間の研究開発にかかる費用の総額は198百万円であります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 国内子会社 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設は下記のとおり

であり、下記に記載した設備以外に、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。 
  

 
(注) １ この計画は、本社工場・研究施設の物理的かつ機能的な老朽化が進み、それに伴い生産効率が悪化している

事、また周辺の住宅開発の進展により現位置での生産行為に限界が生じつつある事から、他所に工場移転を

するものであります。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありませ

ん。 

  

会社名
事業所名 
(所在地)

設備の内容

投資予定額(百万円)
資金調達
方法

取得年月 着手年月 完了予定
完成後の 
増加能力

総額 既支払額

提出 
会社

大阪 テクノ

センター(大

阪府枚方市)

土地 399 399 自己資金
平成19年
６月

─ ─ 移転に伴う

生産能力へ

の影響はな

い建物 1,500 ─ 自己資金 ─
平成20年
１月

平成21年 
１月



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

 
  

② 【発行済株式】 
  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 48,000,000

計 48,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月20日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,750,000 20,750,000

東京証券取引所
市場第二部 
大阪証券取引所 
市場第二部

―

計 20,750,000 20,750,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

 平成19年４月１日 

 ～平成19年９月30日
― 20,750,000 ― 3,537 ― 963



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 財団法人森下仁丹奨学会は、学資の給付等の育英奨学事業を行っている財団であります。 

２ 上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

  日興シティ信託銀行株式会社 372千株 

  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」欄には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ2,000株

(議決権２個)及び300株含まれております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

ロート製薬株式会社 大阪市生野区巽西１丁目８―１ 4,025 19.4

森 下 美惠子 神戸市北区 3,227 15.6

財団法人森下仁丹奨学会 大阪市中央区玉造一丁目１―30 1,056 5.1

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７―１ 660 3.2

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６―６ 616 3.0

株式会社ラクサン 大阪市中央区南新町２丁目３―７ 562 2.7

株式会社大正銀行 大阪市中央区今橋２丁目５―８ 440 2.1

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都港区浜松町２丁目11―３ 440 2.1

日興シティ信託銀行 
株式会社(投信口)

東京都品川区東品川２丁目３―14 372 1.8

ピップトウキョウ株式会社 東京都千代田区内神田３丁目３―７ 183 0.9

計 ― 11,582 55.8

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 62,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

20,495,000 20,495 ―

単元未満株式  
普通株式 193,000 ― ―

発行済株式総数 20,750,000 ― ―

総株主の議決権 ― 20,495 ―



② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 

森下仁丹㈱

大阪市中央区玉造 

１丁目１―30
62,000 ― 62,000 0.3

計 ― 62,000 ― 62,000 0.3

月別
平成19年 
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 398 377 350 367 359 341

最低(円) 355 330 320 319 290 270



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

  

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年

９月30日まで)の中間連結財務諸表及び前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の

中間財務諸表については、みすず監査法人により中間監査を受け、金融商品取引法第193条の２第１項の

規定に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間連結財務諸表及

び当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間財務諸表については、監査法人ト

ーマツにより中間監査を受けております。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

第70期中間連結会計期間の中間連結財務諸表及び第70期中間会計期間の中間財務諸表 みすず監査法人 

第71期中間連結会計期間の中間連結財務諸表及び第71期中間会計期間の中間財務諸表 監査法人トーマツ

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 568 4,104 8,590

 ２ 受取手形及び 
   売掛金

※４ 1,297 1,216 911

 ３ 有価証券 ― 500 ―

 ４ たな卸資産 1,738 1,072 1,013

 ５ 繰延税金資産 4 4 4

 ６ 未収入金 34 46 17

 ７ その他 138 81 103

   貸倒引当金 △6 △5 △5

   流動資産合計 3,775 44.2 7,019 64.1 10,635 81.6

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産

  １ 建物及び 
    構築物

※２ 3,766 1,995 1,983

    減価償却 
    累計額

※１ △1,835 1,931 △936 1,059 △918 1,065

  ２ 機械装置 
    及び運搬具

※２ 3,699 2,741 2,741

    減価償却 
    累計額

※１ △2,698 1,000 △2,728 13 △2,741 0

  ３ 土地 ※２ 804 914 514

  ４ 建設仮勘定 18 11 ─

  ５ その他 644 386 368

    減価償却 
    累計額

※１ △533 110 △367 18 △367 1

   有形固定資産 
   合計

3,864 45.3 2,017 18.4 1,580 12.1

 (2) 無形固定資産

  １ 電話加入 
    権他

97 9 0

   無形固定資産 
   合計

97 1.1 9 0.0 0

 (3) 投資その他の 
   資産
  １ 投資 
    有価証券

※２ 608 1,721 669

  ２ 長期貸付金 58 37 6

  ３ その他 130 160 145

    貸倒引当金 △0 △0 △0

   投資その他の 
   資産合計

797 9.4 1,919 17.5 820 6.3

   固定資産合計 4,760 55.8 3,946 35.9 2,401 18.4

   資産合計 8,535 100.0 10,966 100.0 13,037 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び 
   買掛金

1,210 1,068 903

 ２ 短期借入金 ※２ 1,414 85 174

 ３ 未払法人税等 18 25 1,210

 ４ 未払費用 569 416 371

 ５ 賞与引当金 86 80 81

 ６ 返品調整 
   引当金

25 25 25

 ７ 一年以内リース 
   資産減損勘定

─ 203 235

 ８ その他 ※２ 109 334 650

   流動負債合計 3,432 40.2 2,238 20.4 3,652 28.0

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 966 110 772

 ２ 繰延税金負債 62 593 604

 ３ 退職給付 
   引当金

516 257 260

 ４ 預り保証金 0 0 0

 ５ リース資産減損 
   勘定

─ 413 490

 ６ その他 ─ 317 314

   固定負債合計 1,546 18.1 1,693 15.5 2,443 18.8

   負債合計 4,979 58.3 3,932 35.9 6,096 46.8

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 3,537 41.4 3,537 32.2 3,537 27.1

 ２ 資本剰余金 963 11.3 963 8.8 963 7.4

 ３ 利益剰余金 △1,039 △12.2 2,457 22.4 2,321 17.8

 ４ 自己株式 △55 △0.6 △58 △0.5 △56 △0.4

   株主資本合計 3,405 39.9 6,900 62.9 6,765 51.9

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券 
   評価差額金

150 1.8 133 1.2 175 1.3

   評価・換算 
   差額等合計

150 1.8 133 1.2 175 1.3

   純資産合計 3,556 41.7 7,033 64.1 6,940 53.2

   負債及び 
   純資産合計

8,535 100.0 10,966 100.0 13,037 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 4,166 100.0 3,534 100.0 7,946 100.0

Ⅱ 売上原価 2,303 55.3 1,747 49.4 4,328 54.5

   売上総利益 1,862 44.7 1,787 50.6 3,618 45.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 販売促進費 644 393 1,111

 ２ 広告宣伝費 882 245 1,053

 ３ 人件費 381 366 765

 ４ 賞与引当金繰入額 19 34 31

 ５ 退職給付引当金 
   繰入額

13 11 27

 ６ 減価償却費 24 3 33

 ７ 研究開発費 128 198 232

 ８ その他 434 2,530 60.7 420 1,674 47.4 919 4,174 52.5

   営業利益又は営業損失(△) △667 △16.0 112 3.2 △556 △7.0

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 0 7 1

 ２ 受取配当金 3 6 8

 ３ 持分法による投資利益 0 ─ 17

 ４ 不動産管理料 3 3 6

 ５ 製品回収補償金 ─ 4 ─

 ６ その他 1 10 0.3 6 28 0.8 6 41 0.5

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 25 3 53

 ２ たな卸資産処分損 95 15 137

 ３ 持分法による投資損失 ─ 3 ─

 ４ その他 11 131 3.2 3 26 0.8 11 201 2.5

   経常利益又は経常損失(△) △789 △18.9 114 3.2 △716 △9.0

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 ― 69 ─

 ２ 固定資産売却益 ※１ ― 9 8,517

 ３ 前期損益修正益 ─ 9 ─

 ４ その他 0 0 0.0 4 92 2.6 7 8,525 107.2

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産処分損 ※２ 8 1 22

 ２ 固定資産売却損 ※３ ─ 1 ─

 ３ 構造改革損 ※４ ― ─ 3,521

 ４ その他 ― 8 0.2 ─ 2 0.0 2 3,546 44.6

   税金等調整前中間（当期） 
   純利益又は税金等調整前 
   中間純損失(△)

△796 △19.1 205 5.8 4,262 53.6

   法人税、住民税 
   及び事業税

9 17 1,181

   法人税等調整額 0 10 0.3 △0 16 0.5 526 1,708 21.5

   中間(当期)純利益 
   又は中間純損失(△)

△806 △19.4 188 5.3 2,553 32.1



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,537 963 △232 △54 4,214

中間連結会計期間中の変動額

 中間純損失 △806 △806

 自己株式の取得 △1 △1

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― △806 △1 △808

平成18年９月30日残高(百万円) 3,537 963 △1,039 △55 3,405

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 178 178 4,392

中間連結会計期間中の変動額

 中間純損失 △806

 自己株式の取得 △1

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△27 △27 △27

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△27 △27 △835

平成18年９月30日残高(百万円) 150 150 3,556



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 3,537 963 2,321 △56 6,765

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △51 △51

 中間純利益 188 188

 自己株式の取得 △1 △1

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

─ ─ 136 △1 135

平成19年９月30日残高(百万円) 3,537 963 2,457 △58 6,900

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

評価・換算差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 175 175 6,940

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △51

 中間純利益 188

 自己株式の取得 △1

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△41 △41 △41

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△41 △41 93

平成19年９月30日残高(百万円) 133 133 7,033



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,537 963 △232 △54 4,214

連結会計年度中の変動額

 当期純利益 2,553 2,553

 自己株式の取得 △2 △2

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

― ― 2,553 △2 2,551

平成19年３月31日残高(百万円) 3,537 963 2,321 △56 6,765

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 178 178 4,392

連結会計年度中の変動額

 当期純利益 2,553

 自己株式の取得 △2

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

△3 △3 △3

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△3 △3 2,547

平成19年３月31日残高(百万円) 175 175 6,940



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー
   税金等調整前中間 
   (当期)純利益又は 
   税金等調整前中間 
   純損失(△)

△796 205 4,262

   減価償却費 193 25 278

   退職給付引当金の 
   増加額(△減少額)

4 △2 △87

   貸倒引当金の減少額 △0 △0 △4

   賞与引当金の 
   増加額(△減少額)

△4 △1 △9

   受取利息及び受取配当金 △4 △14 △10

   支払利息 25 3 53

   たな卸資産処分損 95 15 137

   持分法による 
   投資利益(△) 
   又は投資損失

△0 3 △17

   投資有価証券売却益 ― △69 ―

   固定資産売却益 ― △9 △8,517

   固定資産売却損・処分損 8 2 22

   構造改革損 ― ― 3,521

   売上債権の 
   減少額(△増加額)

283 △304 672

   たな卸資産の 
   減少額(△増加額)

33 △74 341

   仕入債務の 
   増加額(△減少額)

△59 164 △365

   その他 △101 △217 △218

    小計 △325 △272 57

   利息及び配当金の受取額 5 6 10

   利息の支払額 △24 △3 △50

   法人税等の支払額 △20 △1,168 △27

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

△364 △1,437 △9



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

   有価証券の取得 
   による支出

― △500 ―

   投資有価証券の取得 
   による支出

△3 △1,129 △6

   投資有価証券の売却 
   による収入

6 91 6

   有形固定資産の取得 
   による支出

△51 △576 △236

   有形固定資産の売却 
   による収入

― 15 9,207

   長期前払費用による支出 △7 △13 △10

   定期預金の預入 
   による支出

― △1,600 ―

   その他 0 △132 87

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△55 △3,845 9,047

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー
   短期借入金の 
   減少額(純額)

― △45 △1,100

   長期借入金の返済 
   による支出

△189 △706 △524

   配当金の支払額 ― △51 ―

   その他 △1 △1 △2

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△191 △803 △1,627

Ⅳ 現金及び現金同等物の 
  増加額(△減少額)

△611 △6,086 7,410

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

1,180 8,590 1,180

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

568 2,504 8,590



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

子会社は全て連結してい

る。 

連結子会社の数   ２社 

連結子会社は、㈱仁丹ファ

インケミカル、仁丹ミラセ

ルびわ湖㈱である。

連結子会社の数   ２社 

連結子会社は、㈱仁丹ファ

インケミカル、仁丹ミラセ

ルびわ湖㈱であります。 

非連結子会社の数  １社 

非連結子会社は、㈱仁丹テ

ックであります。 

非連結子会社は、小規模会

社であり、総資産、売上

高、中間純損益及び利益剰

余金(持分に見合う額)等

は、いずれも中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼし

ていないため、連結の範囲

から除外しております。

連結子会社の数   ２社 

連結子会社は、㈱仁丹ファ

インケミカル、仁丹ミラセ

ルびわ湖㈱である。 

非連結子会社の数  １社 

非連結子会社は、㈱仁丹テ

ックである。 

非連結子会社は、小規模会

社であり、総資産、売上

高、当期純損益及び利益剰

余金(持分に見合う額)等

は、いずれも連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしてい

ないため、連結の範囲から

除外している。

２ 持分法の適用に関

する事項

１ 持分法適用の関連会社

の数       １社

  ㈱メディケアシステム

ズ

１ 持分法適用の関連会社

の数       １社

  ㈱メディケアシステム

ズ

１ 持分法適用の関連会社

の数       １社

  ㈱メディケアシステム

ズ

２ 持分法を適用していな

い関連会社

  エイシアンジンタンラ

ボラトリーズ㈱、シン

ノウ仁丹㈱、フォーシ

ーズアンドジンタン㈱

２ 持分法を適用していな

い非連結子会社及び関

連会社

  ㈱仁丹テック、エイシ

アンジンタンラボラト

リーズ㈱、シンノウ仁

丹㈱、フォーシーズア

ンドジンタン㈱

２ 持分法を適用していな

い非連結子会社及び関

連会社

  ㈱仁丹テック、エイシ

アンジンタンラボラト

リーズ㈱、シンノウ仁

丹㈱、フォーシーズア

ンドジンタン㈱

  持分法を適用していな

い関連会社は中間連結

純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微

であるため、持分法の

適用から除外してい

る。

  持分法を適用していな

い非連結子会社及び関

連会社は、中間純損益

(持分に見合う額)及び

利益剰余金(持分に見

合う額)等が、いずれ

も中間連結財務諸表に

及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体として

も重要性がないため、

持分法の適用から除外

しております。

  持分法を適用していな

い非連結子会社及び関

連会社は、当期純損益

(持分に見合う額)及び

利益剰余金(持分に見

合う額)等が、いずれ

も連結財務諸表に及ぼ

す影響が軽微であり、

かつ、全体としても重

要性がないため、持分

法の適用から除外して

いる。

３ 連結子会社の(中

間)決算日等に関

する事項

全ての連結子会社の中間期

の末日は、中間連結決算日

と一致している。

全ての連結子会社の中間期

の末日は、中間連結決算日

と一致しております。

全ての連結子会社の事業年

度の末日は連結決算日と一

致している。

４ 会計処理基準に関

する事項

１ 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 ① 有価証券

     ───

１ 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 ① 有価証券

   満期保有目的の債券

    償却原価法(定額 

  法)

１ 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 ① 有価証券

     ───



項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

   その他有価証券

    時価のあるもの

     中間決算末日の

市場価格等に基

づく時価法(評

価差額は、全部

純資産直入法に

より処理し、売

却原価は移動平

均法により算

定)

   その他有価証券

    時価のあるもの

     同左

   その他有価証券

    時価のあるもの

     決算末日の市場

価格等に基づく

時価法(評価差

額は、全部純資

産直入法により

処理し、売却原

価は移動平均法

により算定)

    時価のないもの

     …移動平均法に

よる原価法

    時価のないもの

同左

    時価のないもの

同左

 ② たな卸資産

商 品、製 品、原 材

料、仕掛品

    ……総平均法によ

る原価法

   貯蔵品

    ……最終仕入原価

法

 ② たな卸資産

同左

 ② たな卸資産

同左

 

２ 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 ① 有形固定資産

    ……定率法

    ただし、平成10年

４月１日以降に取

得した建物(建物

附属設備は除く)

および仁丹ミラセ

ル工場びわ湖につ

いては、定額法に

よっている。

    なお、主な耐用年

数は以下のとおり

である。

建物及び 
構築物

13～50年

機械装置 
及び 
運搬具

５～11年

２ 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 ① 有形固定資産

建物（建物附属設備は

除く）及び仁丹ミラセ

ル工場びわ湖

  ａ 平成10年３月31日

以前に取得したも

の 

定率法によってお

ります。

  ｂ 平成10年４月１日

以降に取得したも

の及び仁丹ミラセ

ル工場びわ湖 

定額法によってお

ります。

建物以外

    定率法によってお

ります。 

なお、主な耐用年

数は次のとおりで

あります。

建物及び
構築物

13～50年

機械装置
及び 
運搬具

７～11年

 

２ 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 ① 有形固定資産

    ……定率法

    ただし、平成10年

４月１日以降に取

得した建物(建物

附属設備は除く)

および仁丹ミラセ

ル工場びわ湖につ

いては、定額法に

よっている。

    なお、主な耐用年

数は以下のとおり

である。

建物及び 
構築物

13～50年

機械装置 
及び 
運搬具

５～11年



項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 （会計方針の変更）
   法人税法の改正((所

得税法等の一部を改

正する法律 平成19

年３月30日 法律第

６号)及び(法人税法

施行令の一部を改正

する政令 平成19年

３月30日 政令第83

号))に伴い、当中間

連結会計期間から、

平成19年４月１日以

降に取得したものに

ついては、改正後の

法人税法に基づく方

法に変更しておりま

す。

   当該変更に伴う損益

に与える影響は、軽

微であります。
 （追加情報）
   当中間連結会計期間

から、平成19年３月

31日以前に取得した

ものについては、償

却可能限度額まで償

却が終了した翌年か

ら５年間で均等償却

する方法によってお

ります。 

当該変更に伴う損益

に与える影響は、軽

微であります。

 ② 無形固定資産

    ……定額法

    ただし、ソフトウ

ェア(自社利用分)

については、社内

における利用可能

期間(５年)に基づ

く定額法によって

いる。

 ② 無形固定資産

    ……定額法

    ただし、ソフトウ

ェア(自社利用分)

については、社内

における利用可能

期間(５年)に基づ

く定額法によって

おります。

 ② 無形固定資産

同左

 ③ 長期前払費用

    ……均等償却(３

～10年)

 ③ 長期前払費用

同左

 ③ 長期前払費用

同左

３ 重要な引当金の計上基

準

 ① 貸倒引当金

   受取手形、売掛金等

の債権の貸倒損失に

備えるため、一般債

権については貸倒実

績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権

については個別に回

収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計

上している。

３ 重要な引当金の計上基

準

 ① 貸倒引当金

   受取手形、売掛金等

の債権の貸倒損失に

備えるため、一般債

権については貸倒実

績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権

については個別に回

収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計

上しております。

３ 重要な引当金の計上基

準

 ① 貸倒引当金

同左



項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 ② 賞与引当金

   従業員に対する賞与

の支払に充てるた

め、支給見込額基準

に基づいて計上して

いる。

 ② 賞与引当金

   従業員に対する賞与

の支払に充てるた

め、支給見込額基準

に基づいて計上して

おります。

 ② 賞与引当金

同左

 ③ 返品調整引当金

   販売した製商品の返

品による損失に備え

るため、中間連結会

計期間末の売上債権

を基礎として、これ

に対応する返品見込

額の売買利益相当額

を計上している。

 ③ 返品調整引当金

   販売した製商品の返

品による損失に備え

るため、中間連結会

計期間末の売上債権

を基礎として、これ

に対応する返品見込

額の売買利益相当額

を計上しておりま

す。

 ③ 返品調整引当金

   販売した製商品の返

品による損失に備え

るため、連結会計年

度末の売上債権を基

礎として、これに対

応する返品見込額の

売買利益相当額を計

上している。

 ④ 退職給付引当金

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結

会計年度末における

退職給付債務及び年

金資産の見込額に基

づき当中間連結会計

期間末において発生

していると認められ

る額を計上してい

る。数理計算上の差

異については、その

発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内

の一定の年数(５年)

による定額法により

それぞれ発生の翌連

結会計年度から費用

処理している。

 ④ 退職給付引当金

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結

会計年度末における

退職給付債務に基づ

き当中間連結会計期

間末において発生し

ていると認められる

額を計上しておりま

す。数理計算上の差

異については、その

発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内

の一定の年数(５年)

による定額法により

それぞれ発生の翌連

結会計年度から費用

処理しております。

 ④ 退職給付引当金

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結

会計年度末における

退職給付債務及び年

金資産の見込額に基

づき計上している。

数理計算上の差異に

ついては、各連結会

計年度の発生時の従

業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年

数(５年)による定額

法によりそれぞれ発

生の翌連結会計年度

から費用処理してい

る。

４ 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算基準

  外貨建金銭債権債務

は、中間決算日の直物

為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損

益として処理してい

る。

４ 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算基準

  外貨建金銭債権債務

は、中間決算日の直物

為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損

益として処理しており

ます。

４ 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算基準

  外貨建金銭債権債務

は、決算日の直物為替

相場により円貨に換算

し、換算差額は損益と

して処理している。

５ 重要なリース取引の処

理方法

  リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リ－ス取引

については、通常の賃

貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっ

ている。

５ 重要なリース取引の処

理方法

  リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リ－ス取引

については、通常の賃

貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっ

ております。

５ 重要なリース取引の処

理方法

同左



項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

６ 重要なヘッジ会計の方

法

 ① ヘッジ会計の方法

   金利スワップについ

ては特例処理の要件

を満たしており、特

例処理を採用してい

る。

６ 重要なヘッジ会計の方

法

 ① ヘッジ会計の方法

   金利スワップについ

ては特例処理の要件

を満たしており、特

例処理を採用してお

ります。

６ 重要なヘッジ会計の方

法

 ① ヘッジ会計の方法

同左

 ② ヘッジ手段とヘッジ

対象

   ヘッジ手段

    … 金利スワップ

   ヘッジ対象

    … 借入金

 ② ヘッジ手段とヘッジ

対象

同左

 ② ヘッジ手段とヘッジ

対象

同左

 ③ ヘッジ方針

   主として、当社の社

内管理規定の「デリ

バティブ取引に関す

る規定」に基づき、

金利変動リスクをヘ

ッジしている。借入

金については、金利

変動リスクのヘッジ

のために金利スワッ

プ取引を行ってい

る。

 ③ ヘッジ方針

   主として、当社の社

内管理規定の「デリ

バティブ取引に関す

る規定」に基づき、

金利変動リスクをヘ

ッジしております。

借入金については、

金利変動リスクのヘ

ッジのために金利ス

ワップ取引を行って

おります。

 ③ ヘッジ方針

同左

 ④ ヘッジ有効性評価の

方法

   金利スワップの特例

処理の要件を満たし

ているため、中間決

算日における有効性

評価を省略してい

る。

 ④ ヘッジ有効性評価の

方法

   金利スワップの特例

処理の要件を満たし

ているため、中間決

算日における有効性

評価を省略しており

ます。

 ④ ヘッジ有効性評価の

方法

   金利スワップの特例

処理の要件を満たし

ているため、決算日

における有効性評価

を省略している。

７ 消費税等の会計処理

  消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方

式によっている。

７ 消費税等の会計処理

  消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方

式によっております。

７ 消費税等の会計処理

同左

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連 結 キ ャ ッ シ

ュ・フ ロ ー 計 算

書)における資金

の範囲

中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する

短期投資からなっている。

中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する

短期投資からなっておりま

す。

連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期

投資からなっている。



会計処理の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」(企業会計基準第５号 平

成17年12月９日)及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」(企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日)を

適用している。これまでの資本の部

の合計に相当する金額は3,556百万

円である。なお、当中間連結会計期

間における中間連結貸借対照表の純

資産の部については、中間連結財務

諸表規則の改正に伴い、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成して

いる。

――― 

 

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 当連結会計年度より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準第５号 平成17

年12月９日)及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」(企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日)を適用

している。これまでの資本の部の合

計に相当する金額は6,940百万円で

ある。なお、当連結会計年度におけ

る連結貸借対照表の純資産の部につ

いては、連結財務諸表規則の改正に

伴い、改正後の連結財務諸表規則に

より作成している。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

※１      ─── 

 

 

※１ 減価償却累計額については、

減損損失累計額を含んでおり

ます。

※１ 減価償却累計額については、

減損損失累計額を含んでい

る。

※２

 

担保に供している資産は次の

とおりである。

土地 515百万円

(385百万円)

建物及び 
構築物

1,892百万円

(1,351百万円)

機械装置 734百万円

(734百万円)

投資有価 
証券

310百万円

合計 3,452百万円

(2,471百万円)

※２

 

担保に供している資産は次の

とおりであります。

土地 381百万円

(254百万円)

建物及び
構築物

1,037百万円

(1,013百万円)

機械装置 7百万円

(7百万円)

投資有価
証券

43百万円

合計 1,469百万円

(1,275百万円)

※２ 担保に供している資産は次の

とおりである。

土地 381百万円

(254百万円)

建物及び 
構築物

1,065百万円

(1,032百万円)

機械装置 0百万円

(0百万円)

投資有価 
証券

91百万円

(―百万円)

合計 1,538百万円

(1,286百万円)

 

上記に対する債務

短期借入金 1,100百万円

(260百万円)

一年以内 
返済予定 
長期借入金

314百万円

(154百万円)

長期借入金 966百万円

(724百万円)

従業員 
預り金

18百万円

合計 2,399百万円

(1,138百万円)

( )内は内数で工場財団抵当

に供している資産及び対応す

る債務を示す。

 

上記に対する債務

短期借入金 ─百万円

(─百万円)

一年以内
返済予定 
長期借入金

85百万円

(65百万円)

長期借入金 110百万円

(60百万円)

従業員
預り金

16百万円

合計 211百万円

(125百万円)

( )内は内数で工場財団抵当

に供している資産及び対応す

る債務を示しております。

 

上記に対する債務

一年以内 
返済予定 
長期借入金

174百万円

(149百万円)

長期借入金 772百万円

(712百万円)

従業員
預り金

18百万円

(―百万円)

合計 964百万円

(861百万円)

( )内は内数で工場財団抵当

に供している資産及び対応す

る債務を示す。

 ３

 

偶発債務

債権譲渡高 232百万円

 ３ 偶発債務

───

 ３

 

偶発債務

債権譲渡高 130百万円

※４ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、満

期日に決済が行われたものと

して処理している。 

なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日であった

ため、次の中間連結会計期間

末日満期手形が、中間連結会

計期間末残高から除かれてい

る。

受取手形 0百万円

※４ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、満

期日に決済が行われたものと

して処理しております。 

なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日であった

ため、次の中間連結会計期間

末日満期手形が、中間連結会

計期間末残高から除かれてお

ります。

受取手形 4百万円

※４ 連結会計年度末日満期手形の

会計処理については、満期日

に決済が行われたものとして

処理している。 

なお、当連結会計年度末日が

金融機関の休日であったた

め、次の連結会計年度末日満

期手形が、連結会計年度末残

高から除かれている。

受取手形 3百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ ─── ※１

 

固定資産売却益の内訳 

摘要
金額

(百万円)

機械装置 9

合計 9

※１ 固定資産売却益の内訳 

摘要
金額 

(百万円)

土地 8,361

建物 148

構築物 3

その他 3

合計 8,517

※２

 

固定資産処分損の内訳 

摘要
金額 

(百万円)

（除却損）

建物 0

構築物 0

機械装置 2

工具器具備品 0

除却に伴う 
撤去・取壊費用

4

合計 8

※２

 

固定資産処分損の内訳 

摘要
金額

(百万円)

建物 1

工具器具備品 0

合計 1

※２ 固定資産処分損の内訳

摘要
金額 

(百万円)

(処分損)

建物 6

構築物 0

機械装置 0

工具器具備品 7

建設仮勘定 2

小計 16

(除却損)

建物 1

構築物 0

機械装置 2

工具器具備品 0

小計 5

合計 22

※３ 

 

――― ※３ 

 

固定資産売却損の内訳 

摘要
金額

(百万円)

機械装置 1

合計 1

※３ 

 

―――

※４ 

 

――― ※４ 

 

――― ※４ 構造改革損の内訳

摘要
金額 

(百万円)

減損損失（注） 2,509
たな卸資産 
処分損

512

固定資産
除却・処分損

377

その他 122

合計 3,521



前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

 

 

 

(注)当連結会計年度におい
て、当社グループは、以下の
資産について減損損失を計上
した。

(単位百万円)

用途 場所 種類 減損損失

保健関連

商品の製

造販売事

業の工場

大阪市中

央区

建物及び構築

物、機械装置

及び運搬具、

その他有形固

定資産、リー

ス資産等

910

滋賀県多

賀町

建物及び構築

物、機械装置

及び運搬具、

土地、その他

有形固定資

産、リース資

産等

1,394

不動産賃

貸他

北海道京

極町、 

その他

建物及び構築

物、土地等
203

計 2,509

当社グループは、事業の種類
別セグメントの区分に基づき
グルーピングを行い、不動産
賃貸事業及び遊休資産につい
ては物件ごとにグルーピング
している。 
当連結会計年度において、当
社グループは営業活動から生
じる損益が継続してマイナス
となり、また、時価が帳簿価
額を大きく上回っている本社
工場土地を売却したことに伴
い、その資産について回収可
能価額を算定した結果、回収
可能価額が帳簿価額を下回る
資産につき、減損損失2,509百
万円を特別損失に計上してお
り減損損失の内訳は下記のと
おりである。
建物及び
構築物

353百万円

機械装置
及び運搬具

770百万円

土地 287百万円

建設仮勘定 184百万円

その他
有形固定資産

76百万円

無形固定資産 92百万円

リース資産 726百万円

その他 18百万円

計 2,509百万円

なお、当該資産の回収可能価
額は、正味売却価額により算
定している。土地、建物につ
いては、不動産鑑定価格を基
に正味売却価額を算定してい
る。その他資産については、
多くが当社グループ独自の仕
様となっており、価額の合理
的な算定が困難であるため正
味売却価額をゼロとして算定
している。



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式の種類および総数に関する事項 

   
  

２ 自己株式の種類および株式数に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりである。 

 単元未満株式の買取りによる増加  3,934株 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はない。 

  
４ 配当に関する事項 

該当事項はない。 

  

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

   
  

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加     4,226株 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  
４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間後となるもの 

該当事項はありません。 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 20,750 ― ― 20,750

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 50,820 3,934 ― 54,754

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 20,750 ─ ─ 20,750

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 57,962 4,226 ─ 62,188

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 51 2.50 平成19年３月31日 平成19年６月29日



次へ 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式の種類および総数に関する事項 

   
  

２ 自己株式の種類および株式数に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりである。 

 単元未満株式の買取りによる増加  7,142株 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はない。 

  
４ 配当に関する事項 

基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 20,750 ― ― 20,750

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 50,820 7,142 ― 57,962

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株主 利益剰余金 51 2.50 平成19年３月31日 平成19年６月29日

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び預金 568百万円

現金及び 
現金同等物

568百万円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び預金 4,104百万円

預入期間が３ヵ月を

超える定期預金
△1,600百万円

現金及び 
現金同等物

2,504百万円

 

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

現金及び預金 8,590百万円

現金及び
現金同等物

8,590百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額

取得価額 
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末 
残高 

相当額 
(百万円)

機械装置 
及び運搬具

768 506 262

その他 
(工具器具 
及び備品等)

354 202 151

合計 1,122 708 414

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額

取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

減損損失
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

機械装置 
及 び 運 搬
具

520 383 137 ─

その他 
(工具器具 
及び備品)

554 149 404 ─

合計 1,075 532 542 ─

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び期末残高相

当額

取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

減損損失
累計額 
相当額 

(百万円)

期末残高
相当額 

(百万円)

機械装置 
及び運搬具

704 515 188 ―

その他 
(工具器具 
及び備品)

599 159 439 ―

合計 1,303 675 628 ―

 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額等

未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 183百万円

１年超 274百万円

合計 458百万円
 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額等

未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 153百万円

１年超 409百万円

合計 562百万円

  (注)リース資産減損勘定の残高

616百万円

 

２ 未経過リース料期末残高相当額

等

  未経過リース料期末残高相当額

１年以内 204百万円

１年超 447百万円

合計 652百万円

  (注)リース資産減損勘定の残高

726百万円

 

３ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失

支払リース料 103百万円

減価償却費相当額 94百万円

支払利息相当額 9百万円

３ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失

支払リース料 98百万円

リース資産減損
勘定の取崩額

109百万円

減価償却費相当額 ─百万円

支払利息相当額 5百万円

減損損失 ─百万円

３ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失

支払リース料 200百万円

リース資産減損 
勘定の取崩額

―百万円

減価償却費相当額 181百万円

支払利息相当額 14百万円

減損損失 628百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ている。

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額の差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっている。

５ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額の差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっておりま

す。

５ 利息相当額の算定方法

同左

（減損損失について）

  リース資産に配分された減損損

失はない。



(有価証券関係) 

(前中間連結会計期間末)(平成18年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 
  

 
  

２ 時価評価されていない有価証券 
  

 
  

(当中間連結会計期間末)(平成19年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 
  

 
  

２ 時価評価されていない有価証券 
  

 
  

区分
取得原価 
(百万円)

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

その他有価証券

株式 145 358 213

計 145 358 213

中間連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

非上場株式 157

貸付信託受益証券 24

計 182

区分
取得原価 
(百万円)

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

その他有価証券

株式 577 778 200

計 577 778 200

中間連結貸借対照表計上額(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

① 非上場外国債 1,000

計 1,000

(2) その他有価証券

① 非上場株式 327

② 貸付信託受益証券 24

計 351



(前連結会計年度末)(平成19年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
  

２ 時価評価されていない有価証券 
  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

 前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成19

年４月１日 至平成19年９月30日)、前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

 金利スワップについては特例処理を採用しており、注記の対象から除いております。 

区分
取得原価 
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

その他有価証券

株式 148 402 253

計 148 402 253

連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

非上場株式 158

貸付信託受益証券 24

計 182



(ストック・オプション等関係) 

    該当事項はありません。 

  

(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成19

年４月１日 至平成19年９月30日)、前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

  

 当社グループは、主に保健関連商品の製造販売事業を行っております。当該事業の売上高及び営業

利益の金額は全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計額に占める割合のそれぞれ90％を超え

ているため記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成19

年４月１日 至平成19年９月30日)、前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

  

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため該当事項はありませ

ん。 

  



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

 (1) アジア…………韓国、台湾、中国、タイ、シンガポール等 

 (2) 北米……………アメリカ、カナダ 

 (3) その他の地域…イタリア、メキシコ、オーストラリア、ベルギー等 

３ 海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

  

当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至平成19年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

 (1) アジア…………台湾、韓国、中国、タイ、シンガポール等 

 (2) 北米……………アメリカ、カナダ 

 (3) その他の地域…イタリア、メキシコ、アルゼンチン、ブラジル等 

３ 海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

 (1) アジア…………台湾、韓国、中国、タイ、シンガポール等 

 (2) 北米……………アメリカ、カナダ 

 (3) その他の地域…イタリア、メキシコ、アルゼンチン、ブラジル等 

３ 海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

  

アジア 北米 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 212 545 69 827

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― 4,166

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

5.1 13.1 1.7 19.9

アジア 北米 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 205 280 40 526

Ⅱ 連結売上高(百万円) ─ ─ ─ 3,534

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

5.8 7.9 1.2 14.9

アジア 北米 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 288 872 307 1,468

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― 7,946

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

3.6 11.0 3.9 18.5



(企業結合等関係) 

    該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 
  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
２ １株当たり中間(当期)純利益又は中間純損失金額 

 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 171.86円 340.00円 335.42円

１株当たり中間(当期)純利益

又は中間純損失(△)金額
△38.99円 9.09円 123.40円

潜在株式調整後 

１株当たり中間(当期)純利益

金額

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額について

は、１株当たり中間純損失

であり、また潜在株式が存

在しないため記載していな

い。

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額について

は、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しない

ため記載していない。

前中間連結会計期間末
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度末
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(中間)連結貸借対
照表の純資産の部
の合計額(百万円)

3,556 7,033 6,940

普通株主に係る 
純資産額(百万円)

3,556 7,033 6,940

普通株式の 
発行済株式数 
      (千株)

20,750 20,750 20,750

普通株式の自己株数 
      (千株)

54 62 57

１株当たり純資産の 
算定に用いられた 
普通株式の数(千株)

20,695 20,687 20,692

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間(当期)純利益又
は中間純損失(△) 
     (百万円)

△806 188 2,553

普通株主に帰属 
しない金額(百万円)

― ― ―

普通株式に係る 
中間(当期)純利益又
は中間純損失(△) 
     (百万円)

△806 188 2,553

普通株式の 
期中平均株式数 
(千株)

20,697 20,690 20,695

希薄化効果を有しな
いため、潜在株式調
整後１株当たり中間
(当期)純利益又は中
間純損失の算定に含
めなかった潜在株式
の概要

――― ――― ―――



(重要な後発事象) 

 
(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

─── ─── 研究施設・工場移転用土地取得につ

いて 

 平成19年５月15日開催の提出会社

の臨時取締役会にて本社工場及び研

究施設の移転用地として下記土地の

購入と今後の建設計画概要について

決議し、平成19年６月27日に当該土

地を取得した。なお、本移転による

生産能力への影響はない。

１ 取得資産の内容 

 対象物件 

  土地 大阪テクノセンター 

  建設用地 

 所在地 

  大阪府枚方市津田山手２丁目 

 「津田サイエンスヒルズ９－Ａ」 

 敷地面積   7,000㎡(2,121坪) 

 買取価格   386百万円

２ 建設計画概要 

 建設投資予定額 約1,500百万円 

       (土地取得費を除く) 

 稼動開始予定 平成21年１月 

 建築面積   約2,700㎡ 

 建物延床面積 約6,200㎡ 

(３階建) 

 建物着工時期  平成20年１月



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 536 4,025 8,540

 ２ 受取手形 ※５ 96 91 84

 ３ 売掛金 1,191 1,113 808

 ４ 有価証券 ─ 500 ─

 ５ たな卸資産 1,716 1,060 1,000

 ６ 未収入金 48 58 30

 ７ その他 137 82 104

   貸倒引当金 △5 △4 △5

   流動資産合計 3,721 43.7 6,927 63.6 10,563 81.4

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 ※1,2 1,931 1,059 1,065

  (2) 機械及び装置 ※1,2 1,000 13 0

  (3) 土地 ※２ 804 914 514

  (4) 建設仮勘定 18 11 ─

  (5) その他 ※１ 109 17 0

   有形固定資産 
   合計

3,864 45.3 2,016 18.5 1,579 12.2

 ２ 無形固定資産 97 1.1 9 0.1 ─ ─

 ３ 投資その他の 
   資産

  (1) 投資有価証券 ※２ 643 1,797 742

  (2) その他 224 197 149

    投資損失引当金 ─ △57 △57

    貸倒引当金 △29 △0 ─

   投資その他の 
   資産合計

839 9.9 1,938 17.8 834 6.4

   固定資産合計 4,800 56.3 3,964 36.4 2,413 18.6

   資産合計 8,522 100.0 10,891 100.0 12,977 100.0



前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 995 771 719

 ２ 買掛金 214 297 184

 ３ 短期借入金 ※２ 1,414 85 174

 ４ 未払金 45 205 574

 ５ 一年以内リース 
   資産減損勘定

─ 203 235

 ６ 未払費用 563 408 365

 ７ 未払法人税等 12 11 1,203

 ８ 賞与引当金 73 78 68

 ９ 返品調整引当金 25 25 25

 10 その他 ※2,3 56 123 70

   流動負債合計 3,399 39.9 2,210 20.3 3,622 27.9

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 966 110 772

 ２ 繰延税金負債 62 593 604

 ３ 退職給付引当金 516 257 260

 ４ 長期未払金 ─ 317 314

 ５ リース資産減損勘定 ─ 413 490

 ６ その他 0 0 0

   固定負債合計 1,545 18.1 1,692 15.5 2,442 18.8

   負債合計 4,945 58.0 3,903 35.8 6,064 46.7

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 3,537 41.5 3,537 32.5 3,537 27.2

 ２ 資本剰余金

  (1)資本準備金 963 963 963

  資本剰余金合計 963 11.3 963 8.8 963 7.4

 ３ 利益剰余金

  (1)その他 
    利益剰余金
   固定資産圧縮 
   特別勘定積立金

─ 769 769

   繰越利益剰余金 △1,019 1,642 1,523

  利益剰余金合計 △1,019 △12.0 2,412 22.1 2,293 17.7

 ４ 自己株式 △55 △0.6 △58 △0.5 △56 △0.4

   株主資本合計 3,426 40.2 6,855 62.9 6,737 51.9

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券 
   評価差額金

150 1.8 133 1.3 175 1.4

   評価・換算 
   差額等合計

150 1.8 133 1.3 175 1.4

   純資産合計 3,577 42.0 6,988 64.2 6,912 53.3

   負債・純資産 
   合計

8,522 100.0 10,891 100.0 12,977 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 4,028 100.0 3,417 100.0 7,669 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１ 2,313 57.4 1,760 51.5 4,337 56.5

   売上総利益 1,714 42.6 1,656 48.5 3,331 43.5

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

※１ 2,415 60.0 1,589 46.5 3,940 51.4

   営業利益又は 
   営業損失(△)

△701 △17.4 66 2.0 △608 △7.9

Ⅳ 営業外収益 ※２ 23 0.6 39 1.2 50 0.7

Ⅴ 営業外費用 ※３ 131 3.3 22 0.7 203 2.7

   経常利益又は 
   経常損失(△)

△809 △20.1 83 2.5 △761 △9.9

Ⅵ 特別利益 ※４ 0 0.0 92 2.7 8,554 111.5

Ⅶ 特別損失 ※５ 8 0.2 2 0.1 3,603 47.0

   税引前中間 
   (当期)純利益 
   又は税引前中間 
   純損失(△)

△816 △20.3 174 5.1 4,189 54.6

   法人税、住民税 
   及び事業税

3 3 1,170

   法人税等調整額 － 3 0.1 ─ 3 0.1 526 1,696 22.1

   中間(当期) 
   純利益又は 
   中間純損失(△)

△819 △20.4 170 5.0 2,492 32.5



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計

資本準備金 その他利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 3,537 963 △199 △54 4,247

中間会計期間中の変動額

 中間純損失 △819 △819

 自己株式の取得 △1 △1

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― △819 △1 △821

平成18年９月30日残高(百万円) 3,537 963 △1,019 △55 3,426

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 178 178 4,425

中間会計期間中の変動額

 中間純損失 △819

 自己株式の取得 △1

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△27 △27 △27

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△27 △27 △848

平成18年９月30日残高(百万円) 150 150 3,577



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計

資本準備金

その他利益剰余金
利益剰余金 

合計
固定資産

圧縮特別勘定
積立金

繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 3,537 963 769 1,523 2,293 △56 6,737

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △51 △51 △51

 中間純利益 170 170 170

 自己株式の取得 △1 △1

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

─ ─ ─ 118 118 △1 117

平成19年９月30日残高(百万円) 3,537 963 769 1,642 2,412 △58 6,855

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 175 175 6,912

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △51

 中間純利益 170

 自己株式の取得 △1

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△41 △41 △41

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△41 △41 75

平成19年９月30日残高(百万円) 133 133 6,988



前事業年度の株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計

資本準備金
固定資産

圧縮特別勘定
積立金

繰越利益
剰余金

利益剰余金
合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,537 963 ― △199 △199 △54 4,247

事業年度中の変動額

 固定資産圧縮特別勘定 
 積立金の積み立て

769 △769 ― ─

 当期純利益 2,492 2,492 2,492

 自己株式の取得 △2 △2

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― 769 1,723 2,492 △2 2,490

平成19年３月31日残高(百万円) 3,537 963 769 1,523 2,293 △56 6,737

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 178 178 4,425

事業年度中の変動額

 固定資産圧縮特別勘定 
 積立金の積み立て

─

 当期純利益 2,492

 自己株式の取得 △2

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△3 △3 △3

事業年度中の変動額合計(百万円) △3 △3 2,486

平成19年３月31日残高(百万円) 175 175 6,912



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

１ 有価証券

     ───

  子会社株式及び関連会

社株式

   …移動平均法による

原価法

１ 有価証券

  満期保有目的の債券

   償却原価法(定額法)

  子会社株式及び関連会

社株式

同左

１ 有価証券

     ───

  子会社株式及び関連会

社株式

同左

  その他有価証券

   時価のあるもの

    中間決算末日の市

場価格等に基づく

時価法(評価差額

は、全部純資産直

入法により処理

し、売却原価は移

動平均法により算

定)

  その他有価証券

   時価のあるもの

     同左

  その他有価証券

   時価のあるもの

    決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は、全

部純資産直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定)

   時価のないもの

   …移動平均法による

原価法

   時価のないもの

同左

   時価のないもの

同左

２ たな卸資産

  製品・商品・仕掛品・

原材料

   …総平均法による原

価法

  貯蔵品

   …最終仕入原価法

２ たな卸資産

同左

２ たな卸資産

同左

２ 固定資産の減価償

却の方法

 

１ 有形固定資産

   ……定率法

  ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建

物(建物附属設備は除

く)および仁丹ミラセ

ル工場びわ湖について

は、定額法によってい

る。なお、主な耐用年

数は以下のとおりであ

る。

建物 13～50年

機械及び 
装置

７～11年

１ 有形固定資産

建物（建物附属設備は

除く）及び仁丹ミラセ

ル工場びわ湖

  ａ 平成10年３月31日

以前に取得したも

の 

定率法によってお

ります。

  ｂ 平成10年４月１日

以降に取得したも

の及び仁丹ミラセ

ル工場びわ湖 

定額法によってお

ります。

  建物以外

    定率法によってお

ります。 

なお、主な耐用年

数は次のとおりで

あります。

建物 13～50年

機械及び
装置

７～11年

 

１ 有形固定資産

   ……定率法

  ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建

物(建物附属設備は除

く)および仁丹ミラセ

ル工場びわ湖について

は、定額法によってい

る。なお、主な耐用年

数は以下のとおりであ

る。

建物 13～50年

機械及び 
装置

７～11年



前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 （会計方針の変更）
   法人税法の改正((所

得税法等の一部を改

正する法律 平成19

年３月30日 法律第

６号)及び(法人税法

施行令の一部を改正

する政令 平成19年

３月30日 政令第83

号))に伴い、平成19

年４月１日以降に取

得したものについて

は、改正後の法人税

法に基づく方法に変

更しております。

   当該変更に伴う損益

に与える影響は、軽

微であります。
 （追加情報）
   当中間会計期間か

ら、平成19年３月31

日以前に取得したも

のについては、償却

可能限度額まで償却

が終了した翌年から

５年間で均等償却す

る方法によっており

ます。 

当該変更に伴う損益

に与える影響は、軽

微であります。

２ 無形固定資産

   ……定額法

  ただし、ソフトウェア

(自社利用分)について

は、社内における利用

可能期間(５年)に基づ

く定額法によってい

る。

２ 無形固定資産

   ……定額法

  ただし、ソフトウェア

(自社利用分)について

は、社内における利用

可能期間(５年)に基づ

く定額法によっており

ます。

２ 無形固定資産

同左

３ 長期前払費用

   ……均等償却(３～

10年)

３ 長期前払費用

同左

３ 長期前払費用

同左



前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

３ 引当金の計上基準 １ 貸倒引当金

  受取手形、売掛金等の

債権の貸倒損失に備え

るため、一般債権につ

いては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特

定の債権については個

別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を

計上している。

１ 貸倒引当金

  受取手形、売掛金等の

債権の貸倒損失に備え

るため、一般債権につ

いては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特

定の債権については個

別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を

計上しております。

１ 貸倒引当金

同左

――― ２ 投資損失引当金

  関係会社等への投資に

係る損失に備えるた

め、当該関係会社等の

財務状態及び経営成績

その他の実情を勘案

し、その損失見込額を

投資損失引当金として

計上しております。

２ 投資損失引当金

同左

３ 賞与引当金

  従業員に対する賞与の

支払に充てるため、支

給見込額基準に基づい

て計上している。

３ 賞与引当金

  従業員に対する賞与の

支払に充てるため、支

給見込額基準に基づい

て計上しております。

３ 賞与引当金

同左

４ 返品調整引当金

  販売した製商品の返品

による損失に備えるた

め、中間会計期間末の

売上債権を基礎とし

て、これに対応する返

品見込額の売買益相当

額を計上している。

４ 返品調整引当金

  販売した製商品の返品

による損失に備えるた

め、中間会計期間末の

売上債権を基礎とし

て、これに対応する返

品見込額の売買益相当

額を計上しておりま

す。

４ 返品調整引当金

  販売した製商品の返品

による損失に備えるた

め、期末の売上債権を

基礎として、これに対

応する返品見込額の売

買益相当額を計上して

いる。

５ 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき当中間会計

期間末において発生し

ていると認められる額

を計上している。

  数理計算上の差異につ

いては、その発生時の

従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数

(５年)による定額法に

よりそれぞれ発生の翌

期から費用処理してい

る。

５ 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務に基づき当中間会計

期間末において発生し

ていると認められる額

を計上しております。

  数理計算上の差異につ

いては、その発生時の

従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数

(５年)による定額法に

よりそれぞれ発生の翌

期から費用処理してお

ります。

５ 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき計上してい

る。

  数理計算上の差異につ

いては、各期の発生時

の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年

数(５年)による定額法

によりそれぞれ発生の

翌期から費用処理して

いる。

４ 外貨建の資産又は

負債の本邦通貨へ

の換算基準

外貨建金銭債権債務は、中

間決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差

額は損益として処理してい

る。

外貨建金銭債権債務は、中

間決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差

額は損益として処理してお

ります。

外貨建金銭債権債務は、決

算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は

損益として処理している。



前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

５ リース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってい

る。

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。

同左

６ ヘッジ会計の方法 １ ヘッジ会計の方法

  金利スワップについて

は特例処理の要件を満

たしており、特例処理

を採用している。

１ ヘッジ会計の方法

  金利スワップについて

は特例処理の要件を満

たしており、特例処理

を採用しております。

１ ヘッジ会計の方法

同左

２ ヘッジ手段とヘッジ対

象

  ヘッジ手段

   … 金利スワップ

  ヘッジ対象

   … 借入金

２ ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

２ ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

３ ヘッジ方針

  主として、当社の社内

管理規定の「デリバテ

ィブ取引に関する規

定」に基づき、金利変

動リスクをヘッジして

いる。借入金について

は、金利変動リスクの

ヘッジのために金利ス

ワップ取引を行ってい

る。

３ ヘッジ方針

  主として、当社の社内

管理規定の「デリバテ

ィブ取引に関する規

定」に基づき、金利変

動リスクをヘッジして

おります。借入金につ

いては、金利変動リス

クのヘッジのために金

利スワップ取引を行っ

ております。

３ ヘッジ方針

同左

４ ヘッジ有効性評価の方

法

  金利スワップの特例処

理の要件を満たしてい

るため、中間決算日に

おける有効性評価を省

略している。

４ ヘッジ有効性評価の方

法

  金利スワップの特例処

理の要件を満たしてい

るため、中間決算日に

おける有効性評価を省

略しております。

４ ヘッジ有効性評価の方

法

  金利スワップの特例処

理の要件を満たしてい

るため、決算日におけ

る有効性評価を省略し

ている。

７ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

消費税及び地方消費税の会

計処理は、税抜方式によっ

ている。

消費税及び地方消費税の会

計処理は、税抜方式によっ

ております。

同左



会計処理の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準第５号 平成17

年12月９日)及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」(企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日)を適用

している。これまでの資本の部の合

計に相当する金額は3,577百万円で

ある。なお、当中間会計期間におけ

る中間貸借対照表の純資産の部につ

いては、中間財務諸表等規則の改正

に伴い、改正後の中間財務諸表等規

則により作成している。

――― 

 

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 当期より、「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第５号 平成17年12月９

日)及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日)を適用してい

る。これまでの資本の部の合計に相

当する金額は6,912百万円である。

なお、当期における貸借対照表の純

資産の部については、財務諸表等規

則の改正に伴い、改正後の財務諸表

等規則により作成している。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 
  

 
  

項目
前中間会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の

減価償却累計額

5,066百万円
───

4,031百万円

なお上記減価償却累計額に

は減損損失累計額を含んで

おります。

4,025百万円

なお上記減価償却累計額に

は減損損失累計額を含んで

いる。

※２ 担保提供資産 担保に供している資産

土地 515百万円

(385百万円)

建物 1,837百万円

(1,317百万円)

構築物 54百万円

(33百万円)
機械及び
装置

734百万円

(734百万円)
投資有価
証券

310百万円

合計 3,452百万円

(2,471百万円)

担保に供している資産

土地 381百万円

(254百万円)

建物 1,012百万円

(989百万円)

構築物 24百万円

(24百万円)
機械及び
装置

7百万円

(7百万円)
投資有価
証券

43百万円

合計 1,469百万円

(1,275百万円)  

担保に供している資産

土地 381百万円
(254百万円)

建物 1,065百万円
(1,032百万円)

機械及び
装置

0百万円

(0百万円)
投資有価
証券

91百万円

(―百万円)

合計 1,538百万円

(1,286百万円)

 

上記に対する債務

短期借入金 1,100百万円

(260百万円)
一年以内
返済予定 
長期借入金

314百万円
(154百万円)

長期借入金 966百万円
(724百万円)

従業員預り金 18百万円

合計 2,399百万円

(1,138百万円)

( )内は内数で工場財団抵

当に供している資産及び対

応する債務を示す。

 

上記に対する債務

短期借入金 ─百万円

(─百万円)
一年以内
返済予定 
長期借入金

85百万円
(65百万円)

長期借入金 110百万円
(60百万円)

従業員預り金 16百万円

合計 211百万円

(125百万円)

( )内は内数で工場財団抵

当に供している資産及び対

応する債務を示しておりま

す。

 

上記に対する債務

一年以内
返済予定 
長期借入金

174百万円
(149百万円)

長期借入金 772百万円

(712百万円)

従業員預り金 18百万円

(―百万円)

合計 964百万円

(861百万円)

( )内は内数で工場財団抵

当に供している資産及び対

応する債務を示す。

※３ 仮払消費税等及

び仮受消費税等

仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、６百万

円を流動負債の「その他」

に含めて表示している。

仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、８百万

円を流動負債の「その他」

に含めて表示しておりま

す。

―――

 ４ 偶発債務 債権譲渡高 232百万円 ─── 債権譲渡高 130百万円

※５ 中間会計期間

(事業年度)末日

満期手形

中間会計期間末日満期手形

の会計処理については、満

期日に決済が行われたもの

として処理している。 

なお、当中間会計期間末日

が金融機関の休日であった

ため、次の中間会計期間末

日満期手形が、中間会計期

間末残高から除かれてい

る。

受取手形 0百万円

中間会計期間末日満期手形

の会計処理については、満

期日に決済が行われたもの

として処理しております。 

なお、当中間会計期間末日

が金融機関の休日であった

ため、次の中間会計期間末

日満期手形が、中間会計期

間末残高から除かれており

ます。

受取手形 4百万円

事業年度末日満期手形の会

計処理については、満期日

に決済が行われたものとし

て処理している。 

なお、当事業年度末日が金

融機関の休日であったた

め、次の事業年度末日満期

手形が、事業年度末残高か

ら除かれている。

受取手形 3百万円



(中間損益計算書関係) 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 減価償却実施額 有形固定資産 173百万円

無形固定資産 12百万円

有形固定資産 23百万円

無形固定資産 0百万円

有形固定資産 248百万円

無形固定資産 18百万円

※２ 営業外収益のうち 

重要なもの

受取利息 1百万円

受取配当金 3百万円

建物管理料 3百万円

受取利息 7百万円

受取配当金 6百万円

建物管理料 3百万円

受取利息 2百万円

受取配当金 8百万円

建物管理料 6百万円

※３ 営業外費用のうち 

重要なもの
 
支払利息 25百万円

 
支払利息 3百万円

 
支払利息 53百万円

※４ 特別利益のうち 

重要なもの

     ───

 

投資有価証券 

売却益
69百万円

固定資産売却益

 機械及び装置 9百万円

固定資産売却益

土地 8,361百万円

建物 148百万円

構築物 3百万円

その他 3百万円

合計 8,517百万円

※５ 特別損失のうち 

重要なもの  

固定資産 
処分損

8百万円

 

 

固定資産
処分損

1百万円

固定資産
売却損

1百万円

 

 

構造改革損の内訳

摘要
金額

(百万円)

減損損失 2,509
たな卸資産 
処分損

512

固定資産 
除却・処分損

377

その他 122

合計 3,521

(注)当事業年度において、

当社は、以下の資産につい

て減損損失を計上した。

(単位百万円)

用途 場所 種類 減損損失

保健関連

商品の製

造販売事

業の工場

大阪市中

央区

建物、構築

物、機械及

び装置、車

両及び運搬

具、工具器

具及び備

品、リース

資産等

910

滋賀県多

賀町

建物、構築

物、機械及

び装置、工

具器具及び

備品、土

地、リース

資産等

1,394

不動産賃

貸他

北海道京

極町、 

その他

建物、構築

物、土地等
203

計 2,509

当社は、事業の種類別セグ

メントの区分に基づきグル

ーピングを行い、不動産賃

貸事業及び遊休資産につい

ては物件ごとにグルーピン

グしている。



項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

当事業年度において、当社

は営業活動から生じる損益

が継続してマイナスとな

り、また、時価が帳簿価額

を大きく上回っている本社

工場土地を売却したことに

伴い、その資産について回

収可能価額を算定した結

果、回収可能価額が帳簿価

額を下回る資産につき、減

損損失2,509百万円を特別損

失に計上しており減損損失

の内訳は下記のとおりであ

る。

建物 326百万円

構築物 27百万円

機械
及び装置

769百万円

車両
及び運搬具

0百万円

工具器具 
及び備品

76百万円

土地 287百万円

建設仮勘定 184百万円

無形固定資産 92百万円

リース資産 726百万円

その他 18百万円

計 2,509百万円

なお、当該資産の回収可能

価額は、正味売却価額によ

り算定している。土地、建

物については、不動産鑑定

価格を基に正味売却価額を

算定している。その他資産

については、多くが当社独

自の仕様となっており、価

額の合理的な算定が困難で

あるため正味売却価額をゼ

ロとして算定している。

固定資産処分損

(処分損)

建物 6百万円

構築物 0百万円

機械装置 0百万円

工具器具備品 7百万円

建設仮勘定 2百万円

小計 16百万円

(除却損)

建物 1百万円

構築物 0百万円

機械装置 2百万円

工具器具備品 0百万円

小計 5百万円

合計 22百万円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式の種類および株式数に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりである。 

   単元未満株式の買取りによる増加  3,934株 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加  4,226株 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 自己株式の種類および株式数に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりである。 

   単元未満株式の買取りによる増加  7,142株 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 50,820 3,934 ― 54,754

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 57,962 4,226 ─ 62,188

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 50,820 7,142 ― 57,962



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額

取得価額 
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

中間 
期末残高 
相当額 

(百万円)

機械及び 
装置

768 506 262

工具器具 
及び備品

354 202 151

合計 1,122 708 414

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額

取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

減損損失
累計額 
相当額 

(百万円)

中間 
期末残高
相当額 

(百万円)

機械及び 
装置

520 383 137 ─

工具器具 
及び備品

554 149 404 ─

合計 1,075 532 542 ─

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び期末残高相

当額

取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

減損損失
累計額 
相当額 

(百万円)

期末残高
相当額 

(百万円)

機械及び 
装置

704 515 188 ―

工具器具 
及び備品

599 159 439 ―

合計 1,303 675 628 ―

 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額等

未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 183百万円

１年超 274百万円

合計 458百万円
 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額等

未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 153百万円

１年超 409百万円

合計 562百万円

(注)リース資産減損勘定の残高 

          616百万円

 

２ 未経過リース料期末残高相当額

等

未経過リース料期末残高相当額

１年以内 204百万円

１年超 447百万円

合計 652百万円

(注)リース資産減損勘定の残高 

          726百万円

 

３ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失

支払リース料 103百万円

減価償却費相当額 94百万円

支払利息相当額 9百万円

３ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失

支払リース料 98百万円

リース資産減損
勘定の取崩額

109百万円

減価償却費相当額 ─百万円

支払利息相当額 5百万円

減損損失 ─百万円

３ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失

支払リース料 200百万円

リース資産減損 
勘定の取崩額

―百万円

減価償却費相当額 181百万円

支払利息相当額 14百万円

減損損失 628百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ている。

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額の差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっている。

５ 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額の差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっておりま

す。

５ 利息相当額の算定方法

同左

（減損損失について）

  リース資産に配分された減損損

失はありません。



(有価証券関係) 

 前中間会計期間末(平成18年９月30日)、当中間会計期間末(平成19年９月30日)、前事業年度末(平

成19年３月31日) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(企業結合等関係) 

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

 
(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

─── ─── 研究施設・工場移転用土地取得につ

いて 

 平成19年５月15日開催の提出会社

の臨時取締役会にて本社工場及び研

究施設の移転用地として下記土地の

購入と今後の建設計画概要について

決議し、平成19年６月27日に当該土

地を取得した。なお、本移転による

生産能力への影響はない。

１ 取得資産の内容 

 対象物件 

  土地 大阪テクノセンター 

  建設用地 

 所在地 

  大阪府枚方市津田山手２丁目 

 「津田サイエンスヒルズ９－Ａ」 

 敷地面積   7,000㎡(2,121坪) 

 買取価格   386百万円

２ 建設計画概要 

 建設投資予定額 約1,500百万円 

       (土地取得費を除く) 

 稼動開始予定 平成21年１月 

 建築面積   約2,700㎡ 

 建物延床面積 約6,200㎡ 

(３階建) 

 建物着工時期  平成20年１月



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

 
  

  

(１)有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第70期)

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日

平成19年６月28日 
近畿財務局長に提出

(２)有価証券報告書 
の訂正報告書

事業年度 
(第70期)

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日

平成19年７月17日 
近畿財務局長に提出

の有価証券報告書に係る
訂正報告書

(３)臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19
条第２項第12号及び第19号(提出会社及
び連結会社の財政状態及び経営成績に著
しい影響を与える事象の発生)の規定に
基づくもの

平成19年10月５日 
近畿財務局長に提出

(４)有価証券報告書 
の訂正報告書

事業年度 
(第70期)

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日

平成19年11月５日 
近畿財務局長に提出

の有価証券報告書に係る
訂正報告書



該当事項はない。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１２日

森 下 仁 丹 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている森下仁丹株式会社の

平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３

０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中

間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、森下仁丹株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成

１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 富 永 正 行 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 生 越 栄 美 子 

      



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 
森下仁丹株式会社 

  

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている森下仁丹株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連

結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸

借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書に

ついて中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、森下仁丹株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

 

平成19年12月13日

取締役会  御中

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 小 山 謙 司      ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 生 越 栄 美 子      ㊞

 (※) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１２日

森 下 仁 丹 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている森下仁丹株式会社の

平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第７０期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３

０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行

った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、森下仁

丹株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９

月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 富 永 正 行 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 生 越 栄 美 子 

      



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 
森下仁丹株式会社 

  

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている森下仁丹株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第71期事業年度の中間

会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、

中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、森下仁丹株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

 

平成19年12月13日

取締役会 御中

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 小 山 謙 司      ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 生 越 栄 美 子      ㊞

 (※) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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